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泉大津市障がい児者等相談支援業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 事業概要と本業務の目的（泉大津市のめざすもの） 

 

 本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第７７条第１項第３号の規定に基づき、障がい児者等（障がい児、障がい者

及び難病患者等をいう。以下同じ。）が障がい福祉サービスその他のサービスを利用しつ

つ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の障がい児者等の福祉

に関して障がい児者等、障がい児の保護者又は障がい児者等の介護を行う者からの相談

に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとと

もに、障がい児者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調

整その他の障がい児者等の権利の擁護のために必要な援助を行います。 

 この業務により、泉大津市第５次障がい者計画（令和５年３月策定）の実現に向け、障が

い児者等と家族が地域で安心して暮らすことができる泉大津市となるために、基幹相談

支援センター、障がい児者等相談（一般相談）事業所、指定特定相談支援事業所及び指定

障害児相談支援事業所（以下「計画相談支援事業所」という。）の各事業所がそれぞれの役

割を持ち、福祉サービス事業所を含めた各機関と面的に連携し、障がい児者等が必要なサ

ービスを適切に受けることができるような地域をめざします。 

そのため、泉大津市では、これまでの相談支援の在り方を見直し、これまで１か所であっ

た委託障がい児者等相談（一般相談）支援事業者を２か所に拡充し、機能の大幅な強化を

図ることとしました。支援が必要な市民が適切なサービスを受けられるような個別支援や、

地域自立支援協議会の構築までを官民連携により行い、市とともに成長していける事業

者を、業務実績、専門性、技術力、企画力、創造性等を勘案し、総合的な見地から判断して

選定するため、公募型プロポーザル方式により募集します。 

 

２ 委託業務概要 

（１）業務名：泉大津市障がい児者等相談支援業務  

（２）業務内容：別紙「委託仕様書（案）」のとおり  

（３）契約期間：令和９年４月１日（木）から令和１２年３月３１日（日）まで ※別途、引継期間

として令和９年１月１８日（月）から令和９年３月３１日（水）までを設ける。  

（４）提案上限金額：各年度１０，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）  

※１か所当たりの金額。本プロポーザルにより２事業者を選定します。 
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３ 参加資格（応募要件） 

提案者は、次に掲げる条件を全て満たす者とします。  

（１）泉大津市において指定特定相談支援事業者の指定を受けている者又は令和９年４月１

日までに当該指定を受ける予定の者であること。（令和 9 年 4 月 1 日までに指定を受

ける予定の者にあっては、指定申請の状況その他市が求める書類を提出できる者であ

ること。） 

（２）泉大津市入札参加有資格業者の指名停止に関する要綱の対象となる措置要件に該当

しないこと。  

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に掲げる暴力団、同条第６号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びに

それらの利益となる活動を行う者でないこと。  

（５）本案件募集の日から契約締結日までの間、「泉大津市暴力団排除条例」に規定する入

札参加への排除措置を受けていない者であること。  

（６）次のいずれかに該当する法人でないこと。  

① 旧会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条第１項若しくは第２項又は会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項若しくは第２項の規定に基づき更生手

続き開始の申立てをしている者 

② 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定に基づき再

生手続き開始の申立てをしている者  

③ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６

４条による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項の規定による会

社整理の開始の申立て又は同条第２項の規定による通告がなされている者  

④ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき破産手続開始の申立てがなされている者

又は復権を得ない者  

（７）国税及び地方税の未納がないこと。なお、提出書類として求める納税証明書の範囲

は別に定める。 

 

４ プロポーザル実施日程 

   プロポーザルは、次のとおり実施します。 

項目 日程等 

実施要領の公表 令和８年８月５日（水）    

質問書（1 回目）の提出 令和８年８月２４日（月）から 

令和８年８月２７日（木）正午まで 

質問書（1 回目）への回答 令和８年９月１１日（金） 

参加表明書の提出期間 令和８年１１月１１日（水）から 
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令和８年１１月３０日（月）正午まで      

質問書（2 回目）の提出期間 令和８年１１月１１日（水）から 

令和８年１１月１７日（火）正午まで  

質問書（2 回目）への回答 令和８年１１月２４日（火） 

企画提案書等の提出期間 令和８年１２月４日（金）から 

令和８年１２月１０日（木）正午まで（郵送の場

合は当日必着） 

プレゼンテーション 令和８年１２月２３日（水） 

審査結果の通知・結果公表 令和９年１月８日（金） 

 

５ 質問及び回答 

（１）1 回目質問書の提出及び回答 

①提出期限 令和８年８月２４日（月）から令和８年８月２７日（木）正午まで 

②回答日  令和８年９月１１日（金） 

（２）２回目質問書の提出及び回答 

①提出期限 令和８年 11 月 11 日（水）から令和８年１１月１７日（火）正午まで 

②回答日  令和８年 11 月 24 日（火） 

（３）提出方法 質問書（様式第３号）に記載し、本要領「１５ 事務局」の電子メールアドレス

に添付の上、送信してください。なお、電子メールの件名は、【泉大津市障がい児者等相

談支援業務委託質問書-事業者名】と記載の上、送信してください。 

（４）回答方法 質問に対する回答は、全ての回答をとりまとめた「質問回答書」を作成し、

市ホームページにて公表します。 

 

６ 参加申し込み 

 本要領「３ 参加資格」を満たし、参加を希望する場合は、下記の書類を提出願います。 

 なお、参加表明書の提出がない場合は、企画提案書を受け付けませんのでご留意願いま

す。 

（１）提出書類 

①参加表明書（様式第１号） 

②法人・事業所概要書（様式第２号） 

③印鑑（登録）証明書 

④履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

⑤納税証明書（国税、市町村税（本市が課税している者である場合）を滞納していない

証明） 

※④と⑤は、参加表明書提出日から遡って３カ月以内に発行されたもの。 
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（２）提出部数 

  各１部 

（３）提出方法 

持参又は郵送により提出してください。 

提出後は、本要領「１５ 事務局」の電子メールアドレスに連絡用メールアドレス確認用

のメールを送信ください。以後、泉大津市は届いたアドレスに通知等のメールを送信し

ます。 

（４）提出期限 

令和８年１１月１１日（水）から令和８年１１月３０日（月）までです。土日及び（泉大津市の

休日に関する条例（平成元年泉大津市条例第２８号）第２条に規定する）市の休日（以下

「休日」という。）を除く午前８時４５分から午後５時１５分まで（ただし、令和８年１１月３

０日は、正午）までです。（郵送の場合は当日必着。） 

（５）提出先  

本要領「１５ 事務局」 

（６）提出書類作成の留意事項 

 ①提出された参加表明に関する書類の修正又は変更は認めません。 

 ②提出された参加表明に関する書類は返却しません。 

（７）参加承認 

参加承認の可否については、令和８年１２月４日（金）までに、電子メールで通知します。 

 

７ 企画提案 

（１）提出書類 

（ア）企画提案書提出届（様式第４号）  

（イ）業務実績書（様式第５号） 

（ウ）企画提案書（任意様式）  

（エ）見積書及び見積書内訳書（任意様式） 

・様式は自由です。見積書については、令和 9 年度から令和 11 年度分に係る経費等の

内訳を年度ごとに記載してください。金額は、消費税及び地方消費税を除いた価格、

並びに税込価格を記載してください。 なお、賃金や物件費等の上昇を見込んだ場合

であっても、各年度の見積金額（税込）は、本要領「２（４）提案上限金額」に示す年額

（10,000,000 円）を超えないこととし、いずれかの年度において上限金額を超えた

場合は失格とします。（※3 か年を通じて同額で見積もることも、年度ごとに異なる金

額で見積もることも可能ですが、上限額は各年度適用されます。） 

・（ウ）企画提案書の作成は、業務委託の基本的考え方や仕様書にある各業務を実現す

るための工夫等具体的方策、委託業務に発揮できる独自の強み等について、別紙１

「障がい児者等相談支援事業業務委託事業者選定プロポーザル審査項目及び評価基
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準と配点」を参考に、表の順番で作成してください。 

（オ）相談員配置体制調書（様式第６号） 

（２）審査項目 

①これまでの活動実績と自己分析 

②相談員配置体制 ※様式第６号にて審査します。  

③障がい児者等相談支援事業所の運営体制  

④泉大津市の障がい児者等福祉の状況や地域課題に係る認識及び障がい児者相談支

援事業所の役割  

⑤個別ケースへの対応について  

⑥計画相談支援事業所との連携（バックアップ支援）  

⑦アウトリーチ支援について 

⑧相談員の能力向上の取組 

⑨権利擁護のために必要な援助 

⑩地域自立支援協議会の運営協力 

⑪相談支援事業に係る周知 

⑫個人情報保護管理の在り方 

⑬その他市民サービス・地域づくり等向上の観点から特筆すべき追加の提案 

⑭見積額の積算根拠の適切性  

⑮見積額 

（３）提出部数 

・（ア）及び（オ）は１部提出してください。 

・（イ）（ウ）（エ）は８部提出してください。 

・（ウ）企画提案書、（エ）見積書及び見積書内訳書については、Ａ４版・横書き、文字サイ

ズは１１．０ポイントとしてください。また、（イ）（ウ）（エ）には、会社名、ロゴマーク等、

作成者がわかる表示を一切しないでください。 

（４）提出方法  

持参又は郵送にて提出してください。 

（５）提出期限  

令和８年１２月４日（金）から令和８年１２月１０日（木）正午までです。土日及び休日を除

く午前８時４５分から午後５時１５分（ただし、令和８年１２月１０日は、正午）までです。

（郵送の場合は当日必着。） 

なお、提出期限までに企画提案書の提出がない場合は、辞退したものとみなします。 

（６）提出先 

本要領「１５ 事務局」 

（７）提出書類作成の留意事項 

 ①提出された企画提案に関する書類の修正又は変更は認めません。 
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 ②提出された企画提案に関する書類は返却しません。 

  

８ 事業者の選定方法 

（１）選定方法 

・泉大津市障がい児者等相談支援業務委託事業者選定委員会（以下「選定委員会」とい

う。）において、次により決定します。 

・審査は、企画提案書等に基づくプレゼンテーション及び質疑応答を行い、別紙１で示す

審査基準に基づいて評価し、最も高い評価を得た２者を契約の委託候補者とします。 

・別紙１の①～⑭の点数合計（５３５点）の６０％に満たない場合は失格とします｡ 

・なお、企画提案者が２者以下の場合においても審査を行い、選定委員会の議決により

委託候補者を決定します。 

・同点の場合は、本要領「７（２） 審査項目」の②、⑥、⑩の点数の合計点数で順位を決

定し、この合計点数でも同点であった場合は、選定委員会の議決により、順位を決定

します。 

・上位２位を委託候補者として決定します。 

・審査の評価、採点に関する異議は受けません。 

（２）プレゼンテーション等の時間、場所等の通知 

①実施日時 

令和８年１２月２３日（水） 

集合時間は、プレゼンテーション等開催通知書で指定します。 

②実施場所 

泉大津市東雲町９番１２号 泉大津市役所 ２０２会議室 

③実施時間 

１企画提案者につき３５分程度とし、概ねプレゼンテーションを２５分以内、質疑応答

を１０分程度とします。 

④プレゼンテーションの方法 

会場に入室できるのは、４名以内とします。プレゼンテーション会場に入室する方

は、事業者名（法人名）を表示した衣類やバッジ等、法人名を特定できるようなもの

を身に着けないでください。提案説明は、企画提案書をもとに企画提案書に沿って、

わかりやすく簡潔に説明願います。また、パソコンやプロジェクター等機器を利用し

た説明は認めないものとします。なお、プレゼンテーションは非公開とします。 

（３）審査の結果通知について 

本プロポーザルの審査結果は、採否に関わらずプレゼンテーションを行った全事業

者に文書で通知します。ただし、選考結果に対する問合せは受け付けません。 

（４）審査結果の公表について 

上記の審査を経て、委託候補者として特定した者についての名称及び本プロポーザ
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ルの審査における評価結果を、泉大津市ホームページで公開します。 

 

９ 参加者の失格 

  次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

①本要領「３ 参加資格」の要件を満たさなくなった場合 

②見積金額が本要領「２（４） 提案上限金額」を超えた場合 

③提出書類等に虚偽の記載があり、選定委員会が失格と認めた場合 

④審査の公平性を害する行為があり、選定委員会が失格と認めた場合 

⑤企画提案者が、契約を履行することが困難と認められる状態に至り、選定委員会が    

 失格と認めた場合 

⑥企画提案にあたり著しく信義に反する行為があり、選定委員会が失格と認めた場合 

 

１０ 企画提案に関する経費 

企画提案に関する必要経費は、企画提案者の負担とします。 

 

１１ プロポーザルの中止等 

緊急等やむを得ない理由等により、プロポーザル方式を実施することができないと認

められる場合、プロポーザル方式を中止又は中断することがあります。なお、この場合、

当該プロポーザル方式に要した費用を泉大津市に請求することはできません。 

  

１２ 契約について 

（１）契約方法 

①選定委員会で選定された上位２者が、泉大津市障がい児者等相談支援業務委託（随

意契約）の委託候補者となります。 

②業務委託契約の締結は、提出した見積額をもって委託候補者と交渉を行います。 

③委託候補者と契約締結交渉の結果、合意に至らなかった場合、または委託候補者の

本提案における失格事項、若しくは、不正と認められる行為が判明した場合は、次の

順位の者と交渉します。 

（２）契約内容の調整、仕様書の確定 

委託候補者と市が業務内容等の調整を行い、業務委託仕様書を確定します。契約内

容は、仕様書、質問回答書及び企画提案書に基づき決定するものとし、提案内容は実

現を約束したものとみなします。 

（３）本件は、令和９年４月１日（木）から令和１２年３月３１日（日）までの３６か月の長期契約

とします。ただし、長期契約であるため、契約締結後の各年度において、歳出予算の当

該金額について減額又は削除があった場合はこの契約をやむをえず変更又は解除す

る場合があります。 
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（４）契約書の作成に要する経費は、契約事業者の負担とします。 

（５）契約保証金については、泉大津市財務規則(昭和 44 年泉大津市規則第 7 号)第 114

条の規定により契約金額（見積金額（月額）×１２か月（消費税等込））の１００分の１０に

相当する額とし、次のいずれかに掲げる保証を付さなければなりません。 

①現金の納付 

②この契約による債務の不履行に生ずる損害をてん補する履行保証保険（定額填補特

約付）契約の締結 

  ただし、泉大津市財務規則第 116 条第 3 号に該当する場合は免除します。 

（６）委託料は、年 4 回に分け、四半期ごとに検査合格後の請求に基づき当該 3 か月分を

適法な請求を受けた日から３０日以内に支払います。 

１３ その他 

参加申し込み後に辞退する場合は、辞退届（様式第７号）を令和８年１２月１０日（木）

までに、障がい福祉課へ提出してください。辞退は自由であり、辞退しても以後におけ

る不利益はありません。 

 

１４ その他留意事項 

（１）企画提案書等の作成及び提出に伴う諸経費は提案者の負担とします。 

（２）企画提案書等の提出物は返却しません。不採用となった場合には、本市の責におい

て全て処分するものとし、他の用途には使用しません。 

（３）本要領「２（３） 契約期間」のうち、引継期間にかかる費用は契約事業者の負担とな

ります。 

 

１５ 事務局 

   〒５９５－８６８６  

   泉大津市東雲町９番１２号 

   泉大津市役所保険福祉部障がい福祉課 

   電話：０７２５－３３－１１３１（内線 2125） 

 ＦＡＸ：０７２５－３３－７７８０ 

 メール：syougaifukushi@city.izumiotsu.osaka.jp 

 

 

 

 

 

 

 



9 
 

別紙１  

①障がい児者等相談支援業務委託事業者選定プロポーザル審査項目及び評価基準と配点 

 

 

②相談員配置体制評価基準 

 

審査項目 評価の基準
審査項目
別配点

①
これまでの活動実績と自己分析（障がい児者等相談（一般相談）
支援事業に限定しません）

これまでの事業実績、事業所の強み、弱みや今後の課題等の認
識し、説明がなされているか。

25

②
相談員配置体制　※様式6「相談員配置体制調書」で審査しま
す。

相談員配置体制および専門性 60

時間外の対応や連絡についての考え方

法人としてのバックアップ体制、相談員配置計画・欠員が出た場
合のバックアップ体制
泉大津市障がい者計画及び市内状況、地域課題についての認
識
障がい児者相談支援事業所の役割について具体的にわかりや
すく説明ができるか。
個別の相談の受付から対応にいたるまでその方針が具体的かつ
明確に示されているか。
地域福祉、保健、医療、教育等のコーディネータ等との連携に
ついてどのような認識があるか。
計画相談支援事業所との連携についての考え方、方針が具体
的に示されているか。

困難事例への対応についての考え方が明確に示されているか。

計画相談支援事業所へのバックアップについての考え方が具体
的に示されているか。

⑦ アウトリーチ支援について
福祉サービスにつながっていない障がい児者等への支援につい
て、その方針、方法等について具体的に提案されているか。

25

⑧ 相談員の能力向上の取組
相談支援の資質向上の重要性を理解しているとともに、その方
針、計画、内容等について考えられているか。

25

⑨ 権利擁護のために必要な援助
虐待、差別等権利擁護のために必要な援助、苦情等の対応に
ついてわかりやすく具体的に提案されているか。

25

⑩ 地域自立支援協議会の運営協力
自立支援協議会の目的や取組内容を理解しているか。また、目
的等を達成するため、協議会運営へどのように関わり、役割を担
うことができるのかについて、具体的に提案されているか。

50

⑪ 相談支援事業に係る周知 周知の方法について方針が具体的に示されているか。 25

⑫ 個人情報保護管理の在り方 個人情報保護について適切な取り扱いができるか 25

⑬
その他市民サービス・地域づくり等向上の観点から特筆すべき追
加の提案

事業所の強みを生かして特別な提案があるか 25

⑭ 見積額の積算根拠の適切性 委託業務遂行に見合う予算根拠となっているか。 25

小計 535

⑮ 見積額
（10,000,000円-3か年度の平均見積額（税込み））/100,000
※小数点以下切捨て。上限点数20点

20

555総得点

50

50

50

75

障がい児者等相談支援事業所の運営体制

泉大津市の障がい児者等福祉の状況や地域課題に係る認識及
び障がい児者相談支援事業所の役割

個別ケースへの対応について

計画相談支援事業所との連携（バックアップ支援）

③

④

⑤

⑥

※様式6「相談員配置体制調書」で審査します。

配点 点数 配点 点数

常勤・専従 20点×人 0～40 ①専門職等配置 5点×人 0～10

常勤・兼務 10点×人 0～20 ②主任相談支援専門員 5点×人 0～10

非常勤・専従 10点×人 0～20

非常勤・兼務 5点×人 0～10

点数

＋ ＝

（※）専門職等

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、社会福祉士、介護福祉士、言語聴覚士、精神保健福祉士

専門職配置の点数相談員の体制の点数

相談員の体制の配点

（2人以上の場合は、「常勤換算の人

数」が最も大きい職員2名を記入）

専門職（※）等配置の配点
（2人以上の場合は、「常勤換算の人数」が

最も大きい職員2名を記入）

※①と②は同一の相談員である場合でも、重複して合計

する。


